
同型の救急自動車

　 ６ 月定例会に上程さ れた議案のう ち 、市長提出議案1 5 件が部門別の常任委員会に

付託さ れ審査を 行いまし た。

※質疑のあっ た議案について主な質疑と 答弁を 掲載し ています。Ｑ Ｒ コ ード を 読み

取る と 、委員会の録画映像を ご覧いただけます。

常 任 委 員 会
（ 部 門 別 ） の 審 査
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越谷市税条例の一部を改正する条例制定に

ついて

問　 固定資産税の免税点引き上げの理由お

よび市の影響額は。 また、 自主財源と し て

の市税全体の見通し は。

答　 今回の税制改正は、 物価高への対応お

よび力強い経済の実現を目的と し て税制面

で対応を図っ たと さ れており 、 その一環と

し て、 長年据え置かれた税制上の基準額の

見直し が行われたも のである。

 固定資産税においては、 前回の見直し が

あっ た平成３ 年と 比較し 、 地価公示や建設

工事費用の物価変動、 企業間で取引さ れる

商品の価格などの指数のう ち、 関連する指

数が増加し た家屋と 償却資産の免税点が引

き上げら れたも のである。 影響額は、 約７

４ ０ 万円の減収を見込んでいる。

 また、 市税全体の見通し については、 給

付付き税額控除の動向などにより 、 不透明

な状況であるが、 市税の確保は、 財政運営

上重要な課題であるこ と から 、 未登記家屋

や償却資産の調査などの取り 組みを強化す

るなど、 適正課税による市税確保に引き続

き努める。

財産の取得について（ 救急自動車・ 高度救

命処置用資機材） （ 計２ 議案）

※２ 議案一括質疑

問　 取得する救急自動車２ 台のう ち、 新た

に増車と なる１ 台の配置場所および救急隊

の編成に関する考え方は。

答　 増車さ れる救急自動車については、 現

在建設中の（ 仮称） 桜井分署へ配置する予

定である 。 ま た、 救急隊を １ 隊増やす場

合、 ３ 人編成・ ３ 交代で計９ 人の人員が必

要と なるこ と から 、 今後の定数条例の改正

に併せて計上し ていく 考えである。

財産の取得について（ バルーン投光器・ 簡

易間仕切り ） （ 計２ 議案）

※２ 議案一括質疑

問　 国の地域未来交付金を活用するこ と に

よる、 市の実質的な負担割合は。 また、 数

量の算出根拠および配置基準は。

答　 地域未来交付金のう ち地域防災緊急整

備型を 財源と し て おり 、 補助率は２ 分の

１ 、 かつ中核市の上限額は５ ０ ０ ０ 万円で

ある 。 さ ら に、 地方負担分２ 分の１ のう

ち、 その８ 割を特別交付税で措置さ れる予

定であるこ と から 、 こ の通り 執行さ れた場

合には、 実質的な市の負担は１ 割程度を想

定し ている。

　 ま た、 バルーン 投光器４ ４ 台について

は、 小中学校の屋外に仮設ト イ レ等を設置

し た場合の利用環境およ び安全確保のた

め、 市内４ ４ 校の小中学校に配置する予定

である。

　 簡易間仕切り については、 カ ーテンタ イ

プを要配慮者向けと し て８ ９ か所の指定避

難所と ７ か所の福祉避難所に各４ 張り で合

計３ ８ ４ 張り を、 フ ァ ミ リ ータ イ プは一般

の避難者向けと し て、 既存備蓄２ ４ １ ０ 張

り に加えて地域未来交付金を最大限に活用

し て買い増し を行う も のであり 、 避難所の

規模に応じ て 適正に配置を 行う 考え であ

る。
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越谷市行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に基

づく 個人番号の利用に関する条例の一部を

改正する条例制定について

問　 マイ ナンバー利用における事務の誤り

を防ぐ ための対策は。 また、 今回の独自利

用事務追加による市民の負担軽減と 本市の

事務負担軽減効果は。

答　 入力誤り 等による事務処理の誤り を防

止するため、 複数名によるダブルチェ ッ ク

を普段から 実施し ている。 こ れに加え、 国

のガイ ド ラ イ ンおよび越谷市特定個人情報

等の取り 扱いに関する安全規定に基づき、

適正な管理運用を各課に徹底する。 また、

市民に対し ては利便性の向上だけでなく 、

情報照会事務の安全性についても 説明を

行っ ていく 。

 市民の負担軽減効果と し ては、 市外から

の転入者が費用負担算定に必要な所得証明

書等の取得が不要と なり 、 利便性が向上す

る。 本市の事務負担軽減効果については、

市民から の所得証明書の提出を待つこ と な

く サービスの決定が可能と なるため、 決定

までの期間短縮など事務処理の効率化が図

れる。

▶ 反対討論　 厚生労働省や埼玉県での個人

情報漏えい事案が示すよう に、 デジタ ル化

の推進と 並行し て情報管理体制の強化が急

務であり 、 マイ ナンバーはその性質上、 一

度でも 情報に誤り や漏えいが生じ れば個人

の生活に深刻な影響を及ぼすため、 こ のよ

う な重大な個人情報を取り 扱う にあたり 、

市民の不安解消が喫緊の課題である 。 ま

た、 市民の利便性向上は重要である も の

の、 その前提と し て市民が安心し てサービ

スを利用できる環境が不可欠であり 、 マイ

ナンバーカ ード の利用が進まない現状は、

個人情報保護に対する市民の強い懸念の表

れであるこ と から 、 こ の懸念が払拭さ れな

いまま独自利用事業を拡大するこ と は、 か

え っ て 制度全体への不信感を 招き かねな

い。 市民の個人情報を守ると いう 行政の責

務を最優先すべきであり 、 本市においては

市民感覚に寄り 添い、 政府が進めるマイ ナ

ンバーカ ード の利用拡大を安易に推進する

のではなく 、 独自利用の拡大を慎重に行う

べき であると 考え、 本議案に反対する。

裁判上の和解について

問　 裁判所の和解提案を受け入れた理由と

賠償額の妥当性は。 また、 今後の病院賠償

責任保険料への影響は。 さ ら に、 市民の信

頼回復に向けた取り 組みおよび再発防止策

は。

答　 医療行為に過失があり 死亡し たと 認め

ら れる場合には、 損害賠償額が数千万円と

なるこ と も あるが、 過失による死亡の可能

性が高いと までは言えない場合には、 裁判

所の判断で数百万円から 一千万円程度の損

害賠償が認めら れるこ と が多い。

 本件は過失による死亡の可能性が高いと

までは言えないも のの、 検査などを早期に

行う べきであっ たと の裁判所の心証などか

ら 、 和解金５ ０ ０ 万円で和解を受け入れる

こ と と し た。 また、 今回の和解金は保険会

社から 補填さ れるが、 令和１ ０ 年度以降の

保険料に影響が出る可能性はあるも のの、

次年度の保険料には影響し ない。

 市立病院と し ては、 今回の件を重く 受け

止め、 患者家族への丁寧な説明、 相談し や

すい体制づく り や、 医療安全管理室を通じ

た院内ニュ ース、 講演会などにより 院内全

体で医療安全に関する情報共有の徹底等を

行い、 再発防止を図る。 また、 医師に対し

ては顧問弁護士による研修会を開催するな

ど、 医療安全の意識向上に努める。


